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解答にあたっての注意 

1.試験問題については、特に指示のない限り、2023年10月1日現在施行の

法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対

する各種特例等については考慮しないものとします。 

 

2.問題は【第1問】から【第5問】まであります。  

 

3.各問の問題番号は、通し番号になっており、《問1》から《問15》までとなって

います。 

 

4.解答にあたっては、各設例および各問に記載された条件・指示に従うもの

とし、それ以外については考慮しないものとします。 

 

5.各問について答を1つ選び、その番号を解答用紙にマークしてください。 

  



【第1問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問1》~《問3》に答えなさい。  

 
  



《問1》 はじめに、Mさんは、〈Aさんに関する資料〉に基づき、Aさんが老齢基

礎年金の受給を65歳から開始した場合の年金額(2023年度価額)を試算し

た。Mさんが試算した老齢基礎年金の年金額の計算式として、次のうち最も

適切なものはどれか。 

 

 
 

  



【答え】 

●老齢基礎年金の受給要件 

老齢基礎年金は、保険料納付済期間と保険料免除期間などを合算した、受

給資格期間が 10 年以上ある場合に、65 歳から受け取ることができます。 

 

●老齢基礎年金の計算方法 

20 歳から 60 歳になるまでの 40 年間の国民年金の納付月数や厚生年金の

加入期間等に応じて年金額が計算されます。 

 

[計算式] 

795,000円×(保険料納付済期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12 月) 

 

[本問の場合] 

 
 

・20歳から22歳まで未加入期間がありますので、 

保険料納付済期間は480月-33月=447月となります。 

 

795,000円×447月/480 月=740,343.75円 

        (万円未満四捨五)= 740,343円(万円未満四捨五入) 

 

 

したがって正解は、2 

  



《問2》 次に、Mさんは、老後の収入を増やすための各種制度について説明

した。MさんのAさんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

1) 「Aさんが国民年金の付加保険料を納付して、65歳から老齢基礎年金を

受け取る場合、『400円×付加保険料納付済期間の月数』の算式で計算した

額を付加年金として受け取ることができます」 

 

 2) 「国民年金基金は、老齢基礎年金に上乗せする年金を支給する任意加

入の年金制度です。国民年金基金の老齢年金は、終身年金ではなく、5年も

しくは10年の確定年金となります」 

 

 3) 「国民年金の第1号被保険者は、国民年金基金に加入することができま

すが、国民年金基金に加入した場合は、国民年金の付加保険料を納付する

ことができません」 

  



【答え】 

1)不適切 

●付加年金(付加保険料) 

自営業者など国民年金の第1号被保険者を対象に国民年金の保険料に加

えて付加保険料を納めることで受け取る年金を付加年金といいます。 

 

付加年金の額は、月額保険料400円を国民年金の保険料に上乗せし納付

し、200円×保険料納付済期間が老齢基礎年金に加算されます。 

 

2)不適切 

国民年金基金は、国民年金(老齢基礎年金)とセットで自営業者など国民年

金第 1 号被保険者の老後の所得保障の役割を担うものです。 

 

●1口目 

・「終身年金 A型」「終身年金 B 型」のいずれかを選択します。 

・終身年金 A型は保証期間があり、年金受給前または保証期間中に亡くな

った場合、遺族に一時金が支給されます。 

・1口目は途中で減額したり、型を変更することはできません。 

・50 歳未満の方が誕生月以外に加入した場合、加入の翌月から次の年齢に

達するまでの月数に応じた額が年金額に加算されます。 

 

●2口目以降 

・終身年金 A型、終身年金 B 型のほかに、受給期間が定まっている確定年

金Ⅰ型・II 型・Ⅲ型・Ⅳ型・Ⅴ型から選択できます。 

 

3)適切 

国民年金基金の 1口目の給付には、国民年金の付加年金相当が含まれて

いるため、国民年金基金に加入した場合、付加年金と同時加入はできず、

国民年金の付加保険料を納付することはできません。 

 

したがって正解は、3 

  



《問3》 最後に、Mさんは、確定拠出年金の個人型年金(以下、「個人型年

金」という)につ いて説明した。Mさんが、Aさんに対して説明した以下の文章

の空欄①~③に入る語句または数値の組合せとして、次のうち最も適切なも

のはどれか。 

 

「Aさんが個人型年金に加入した場合、拠出することができる掛金の限度額

は、年額( ① )円となります。拠出した掛金は、所得控除の対象となり、運用

益は課税されません。個人型年金の老齢給付金は、60歳到達時点で通算

加入者等期間が( ② )年以上ある場合、60歳から受け取ることができます。 

個人型年金は、Aさんの指図に基づく運用実績により、将来の年金受取額が

増減する点に留意する必要があります。また、個人型年金の実施機関である

( ③ )に対して、加入時に2,829円、掛金拠出時に収納1回当たり105円の手

数料を支払うほか、運営管理機関等が定める手数料を負担する必要があり

ます」 

 

 
  



【答え】 

① 

A さんは個人自営業主で、第 1 号被保険者ですので、年額 816,000円が拠

出限度額になります。 

 

 

② 

 
 

個人型の確定拠出年金を 60 歳から受給するためには、通算加入者等期間

は 10 年以上です。 

 

 

③  

個人型の確定拠出年金は、国民年金基金連合会が運営主体です。 

 

 

したがって正解は、1 

  



【第2問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問4》~《問6》に答えなさい。  

 
  



《問4》 はじめに、Mさんは、公的介護保険について説明した。MさんのAさん

に対する説明として、次のうち最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「公的介護保険の保険給付を受けるためには、市町村(特別区を含む)か

ら、要介護認定または要支援認定を受ける必要があります」 

 

2) 「公的介護保険の第2号被保険者は、要介護状態または要支援状態とな

った原因が特定疾病によって生じたものでなければ、公的介護保険の保険

給付は受けられません」  

 

3) 「公的介護保険の第2号被保険者が、公的介護保険の保険給付を受けた

場合、原則として、実際にかかった費用の3割を自己負担する必要がありま

す」 

  



【答え】 

 
 

1)適切 

公的介護保険は市区町村が運営主体です。 

 

 

2)適切 

公的介護保険の第 2 号被保険者は老化に起因する特定疾病により要介護・

要支援者になった人です。 

 

 

3)不適切 

公的介護保険の第 2 号被保険者の自己負担は原則 1割負担です。 

 

 

したがって正解は、3 

  



《問5》 次に、Mさんは、Aさんが提案を受けた生命保険の保障内容等につ

いて説明した。MさんのAさんに対する説明として、次のうち最も不適切なも

のはどれか。 

 

1) 「保険料払込期間を終身払込から有期払込にした場合、毎月の保険料

負担は減少し、保険料の払込総額も少なくなります。保険料払込期間は有

期払込を選択することを検討してはいかがでしょうか」 

 

2) 「介護保障を準備するうえでは、目的に応じて保障内容を組み立てること

が大切です。例えば、自宅の増改築費用は一時金タイプで準備し、毎月の

介護費用は年金タイプで準備することなどが考えられます」 

 

3) 「保険会社所定の認知症の状態に該当した場合や、身体障害者福祉法

に連動して保険金・給付金が支払われる保険商品もあります。複数(他社)の

保険商品の保障内容や保険料水準を確認することをお勧めします」 

 

  



【答え】 

1)不適切 

・終身払い 

保険料を被保険者が死亡するまで支払続ける方法のこと。 

 

・有期払い 

保険料の支払いが一定年齢または一定期間で満了する方法のことで、 

終身払いに比べて、有期払いの方が、月々の保険料負担は大きくなります。 

 

 

2)適切 

公的介護保険は、現物給付ですが、民間の介護保険は、現金給付となりま

す。 

一時金タイプや年金タイプなどがあり、状況に合わせて選択することができま

す。 

 

 

3)適切 

本問の通り、 

民間の介護保険では、認知症に対する保障などは、身体障害者福祉法の

障害等級に連動して保険金が支払われる商品もあります。 

 

 

したがって正解は、1 

  



《問6》 最後に、Mさんは、Aさんが提案を受けた生命保険の課税関係につ

いて説明した。MさんのAさんに対する説明として、次のうち最も不適切なも

のはどれか。 

 

1) 「当該生命保険の保険料は介護医療保険料控除の対象となります。適用

限度額は、所得税で40,000円、住民税で28,000円となります」 

 

2) 「Aさんが終身介護年金を受け取る場合、当該年金は非課税所得として

扱われます」  

 

3) 「指定代理請求特約により、妻BさんがAさんに代わって受け取る介護一

時金特約の一時金は、一時所得として総合課税の対象となります」 

  



【答え】 

1)適切 

 
介護医療保険料控除は所得税 4万円・住民税 2.8 万円が控除限度額で

す。 

 

2)適切 

不慮の事故や病気などにより受け取る保険金等は、非課税です。 

 

3)不適切 

指定代理請求制度は、受取人と被保険者が同一の契約の場合、保険金等

を請求できない場合契約者があらかじめ指定代理請求人を指定し、受取人

の代理とすることができます。 

指定代理請求特約により妻 B さんが A さんに変わって受け取ることができ、

A さんが受け取る時と同じく非課税取得となります。 

 

したがって正解は、3 

  



【第3問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問7》~《問9》に答えなさい。  

 
  



《問7》 仮に、将来X社がAさんに役員退職金4,000万円を支給した場合、Aさ

んが受け取る役員退職金に係る退職所得の金額として、次のうち最も適切な

ものはどれか。なお、Aさんの役員在任期間(勤続年数)を25年とし、これ以外

に退職手当等の収入はなく、障害者になったことが退職の直接の原因では

ないものとする。 

 

1) 1,425万円  

2) 1,500万円  

3) 2,850万円 



【答え】 

●退職所得控除額の計算式 

勤続年数 退職所得控除額 

20年以下 40万×勤続年数（最低80万円） 

20年超 70万円×（勤続年数‐20年）＋800万円 

 

※勤続年数1年未満の端数は1年として切り上げます。 

 ※障害者になったことが直接の原因で退職した場合の退職所得控除は、

上記の計算式で計算した額に+100万円をした額となります。 

 

[本問の場合] 

Aさんの勤続年数25年です。 

70万円×（25年‐20年）＋800万円=1,150万円 

 

 

●退職所得の計算式 

退職所得＝（収入金額‐退職所得控除額）×1/2 

 

[本問の場合] 

(4,000万円-1,150万円)×1/2=1,425万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



《問8》 Mさんは、〈資料1〉および〈資料2〉の定期保険について説明した。M

さんのAさんに対する説明として、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

1) 「〈資料1〉の定期保険の単純返戻率(解約返戻金額÷払込保険料累計

額)は、保険始期から上昇し、保険期間満了直前にピークを迎えます」 

 

2) 「〈資料1〉の定期保険をAさんが65歳のときに解約した場合、解約時点に

おける払込保険料累計額と解約返戻金額との差額を雑損失として経理処理

します」 

 

3) 「〈資料2〉の定期保険は、〈資料1〉の定期保険のようなキャッシュバリュー

は期待できませんが、X社が受け取る特定疾病保険金は、Aさんががん等の

治療で不在の間、事業を継続させるための資金として活用することができま

す」 

 



【答え】 

1)不適切 

長期平準定期保険の単純返戻率は、保険期間の途中でピークを迎え、満期

に近づくにつれ逓減していき、満期時には 0 になります。 

 

2)不適切 

●長期平準定期保険 

[経理処理] 

2019年 7月 7日以前に契約した長期平準定期保険では、 

前半 6割の期間は、払込保険料の 2分の 1 を損金へ、残りの 2分の 1 は前

払保険料として資産計上されます。 

 

[解約時] 

資産計上していた前払い保険料を取り崩し、受け取った解約返戻金相当額

と資産計上している前払い保険料の差額は、雑収入または雑損失として計

上します。 

 

[本問の場合] 

●解約返戻金(現金収入) 4,950万円 

●既払込保険料のうち資産計上される額(X 社が解約時までに支払った保

険料の累計額 5,750万円のうち解約時に取り崩す資産計上額 1/2) 

5,750万円×1/2=2,875万円 

●よって、 

借方に解約返戻金 4,950万円 

貸方に前払い保険料(資産計上額) 2,875万円を記載します。 

 

●解約返戻金 4,950万円-前払い保険料 2,875万円=差額 2,075万円 

雑収入として貸方に 2,075万円を記載します。 

借方 貸方 

現預金 4,950万円 前払保険料 2,875万円 

雑収入     2,075万円 

  



3)適切 

 
 

<資料 2>は、無解約返戻金型ですので、解約返戻金(キャッシュバリュー)は

期待できません。 

保険金受取人が、X 社(法人)とする保険では、保険金を会社の運転資金に

充てることは可能です。 

 

 

したがって正解は、3 

  



《問9》 〈資料2〉の定期保険の第1回保険料払込時の経理処理(仕訳)として、

次のうち 最も適切なものはどれか。 

 
  



【答え】 

 
 

<資料 2>は、無解約返戻型で、掛け捨て型の保険となります。 

年分に支払った保険料全額を損金算出することができます。 

 

資産計上額は 0円となるため、貸方：現金・預金がそのまま借方：定期保険

料 50万円となります。 

 

よって、借方には定期保険料：50万円と記載します。 

 

 

したがって正解は、1 

  



【第4問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問10》~《問12》に答えなさい。  

 
  



《問10》 Aさんの2023年分の所得税における総所得金額は、次のうちどれ

か。 

1) 545万円  

2) 570万円  

3) 620万円 



【答え】 

・総所得金額は、総合課税の所得を合計し、損益通算した後の金額のこと 

・損益通算は、不動産所得・事業所得・山林所得・譲渡所得の金額に損失が

生じた場合、その損失額をほかの所得の金額から控除することを言います。 

 

[本問の場合] 

 
 

給与所得と一時所得(終身保険の解約返戻金)は総合課税です。 

 

●給与所得 

給与所得=520万円 

 

●一時所得(一時払変額個人年金保険の解約返戻金) 

一時所得=総収入額(解約返戻金額)- 総支出額(正味払込保険料)-特別控

除50万円 

600万円-500万円-50万円=50万円  

 

総所得金額に算入する場合は、1/2 した値となります。 

50万円×1/2=25万円 

 

[総所得金額] 

520万円+25万円=545万円 

 

したがって正解は、1 

  



《問11》 Aさんの2023年分の所得税における所得控除に関する以下の文章

の空欄①~③に入る数値の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

i)「妻Bさんの合計所得金額は( ① )万円以下となりますので、Aさんは配偶

者控除の適用を受けることができます。Aさんが適用を受けることができる配

偶者控除の額は、( ② )万円です」 

 

ii)「Aさんが適用を受けることができる扶養控除の額は、( ③ )万円です」 

 

 
  



【答え】 

① 

●配偶者控除 

生計を一にする配偶者の合計所得金額が① 48万円以下で納税者本人の

所得が1,000万円以下である場合に適用。 

 

② 

控除を受ける納税者本人の

合計所得金額 

控除額 

一般の控除対象

配偶者 

老人控除対象配偶者 

(70歳以上の人) 

900万円以下 38万円 48万円 

900万円超950万円以下 26万円 32万円 

950万円超1,000万円以下 13万円 16万円 

 

A さんの合計所得金額は 900万円以下で、一般の控除対象配偶者となり、

配偶者控除額は② 38 万円となります。 

 

③ 

●扶養控除…扶養親族の合計所得金額が48万円以下である場合、配偶者

以外の親族は、一定金額の所得控除が受けられます。 

 対象者 控除額 

一般扶養者 扶養家族で16歳以上70歳未満 38万円 

特定扶養者 扶養家族で19歳以上23歳未満 63万円 

老人扶養者 扶養家族で70歳以上 同居親族→58万円 

それ以外→48万円 

 

長男 C さんは 20 歳で収入がないため、特定扶養者として③ 63万円の控

除となります。 

 

 

したがって正解は、2 

  



《問12》 Aさんの2023年分の所得税の課税に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。 

 

1) 「Aさんが2023年中に支払った長男Cさんの国民年金の保険料は、その

全額を社会保険料控除として総所得金額から控除することができます」 

 

2) 「Aさんは、総所得金額に算入される一時所得の金額が20万円を超える

ため、所得税の確定申告をしなければなりません」 

 

3) 「所得税の確定申告書は、原則として、2024年2月16日から3月31日まで

の間にAさんの住所地を所轄する税務署長に提出してください」 

  



【答え】 

1)適切 

社会保険料控除は、生計を一にする親族のために支払った金額も控除対象

となります。 

 

 

2)適切 

給与所得および退職所得以外の所得金額の合計が20万円を超える場合、

確定申告が必要となります。 

 

 

3)不適切 

所得税の確定申告書は、所得があった年の翌年 2 月 16 日から 3 月 15 日

までに住所地の所管税務署長に提出します。 

 

 

したがって正解は、3 

  



【第5問】 次の設例に基づいて、下記の各問《問13》~《問15》に答えなさい。  

 
  



《問13》 Aさんの相続が現時点(2024年1月28日)で開始し、Aさんの相続に係

る課税遺産総額(課税価格の合計額-遺産に係る基礎控除額)が9,600万円

であった場合の相続税の総額は、次のうちどれか。 

 

1) 1,320万円  

2) 1,380万円  

3) 2,180万円 

 

 
  



【答え】 

[課税遺産総額] 

課税遺産総額=9,600万円 

 

[相続税の総額の基となる税額] 

法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

本問の法定相続分は、妻 B さん 1/2・長男 C さん 1/4・二女男さん 1/4 

・妻 B さん 

9,600円万円×1/2=4,800万円 

4,800万円×20%-200万円=760万円  

 

・長男 C さん 

9,600円万円×1/4=2,400万円 

2,400万円×15%-50万円=310万円  

 

・二男 D さん 

9,600円万円×1/4=2,400万円 

2,400万円×15%-50万円=310万円  

 

[相続税の総額] 

760万円+310万円+310万円=1,380万円 

 

したがって正解は、2 

  



《問14》 遺言等に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

1) 「自筆証書遺言は、所定の手続により、法務局(遺言書保管所)に保管す

ることができます。法務局(遺言書保管所)に保管された自筆証書遺言は、相

続開始後、相続人が遅滞なく、家庭裁判所に提出して、その検認の請求を

しなければなりません」 

 

2) 「公正証書遺言は、証人2人以上の立会いのもと、遺言者が遺言の趣旨

を公証人に口授し、公証人がこれを筆記して作成するものです」 

 

3) 「遺言により、相続財産の大半を妻Bさんおよび長男Cさんが相続した場

合、二男Dさんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮に、遺留分を算定

するための財産の価額が2億円である場合、二男Dさんの遺留分の金額は

5,000万円となります」 



【答え】 

1)不適切 

自筆証書遺言は検認が必要ですが、法務局で保管した場合は検認不要と

なります。 

 

 

2)適切 

公正証書遺言は、公証人2人の立合いのもと、遺言者が口述し、公証人が筆

記します。 

 

3)不適切 

遺留分とは、民法で定められている一定の相続人が最低限相続できる財産

のことをいいます。遺留分の権利者は、配偶者、子、父母です。 

法定相続人の第3順位の兄弟姉妹には遺留分はありません。 

 

[遺留分の割合] 

遺留分権利者が 

直系尊属のみの場合 

遺留分権利者が 

直系尊属のみ以外の場合 

遺留分= 

被相続人の財産×1/3 

遺留分= 

被相続人の財産×1/2 

 [本問の場合] 

本問の法定相続人は、妻 B さん・長男 C さん・二男 D さんの 3人です。 

二男 D さんの法定相続分：1/4 (1/2×1/2) 

二男 D さんの遺留分：1/8 (1/4×1/2) 

二男 D さんの遺留分額：2億円×1/8=2,500万円 

 

 

したがって正解は、2 

  



《問15》 Aさんの相続に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

1) 「妻Bさんが受け取る一時払終身保険の死亡保険金(1,500万円)は、みな

し相続財産として相続税の課税対象となりますが、死亡保険金の非課税金

額の規定の適用を受けることで、相続税の課税価格には算入されません」 

 

2) 「長男Cさんが、二男Dさんに対する代償交付金を準備する方法として、

契約者(=保険料負担者)および死亡保険金受取人を長男Cさん、被保険者

をAさんとする終身保険に加入し、長男Cさんが負担する保険料相当額の現

金をAさんが贈与することも検討事項の1つです」 

 

3) 「特定居住用宅地等(自宅の敷地)と貸付事業用宅地等(賃貸アパートの

敷地)について、『小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特

例』の適用を受けようとする場合、適用対象面積の調整はせず、それぞれの

宅地等の適用対象の限度面積まで適用を受けることができます」 

 

  



【答え】 

1)適切 

みなし相続財産とは、相続税を計算する際は相続財産とみなして相続税を

課税する財産のことです。 

 

・死亡保険金の非課税限度額 

 500万円×法定相続人の数 

 

本問の法定相続人は、妻 B さん・長男 C さん・二男 D さんの 3人です。 

500万円×3人=1,500万円 

 

・相続税の課税価格に算入する額 

死亡保険金 1,500万円-非課税限度額 1,500万円= 0円 

 

相続税の課税価格に算入する額はゼロとなります。 

 

 

2)適切 

・死亡保険金は被相続人の財産ではなく、受取人の固有財産となり相続財

産には該当しません。 

 

・代償分割は、法定相続分の割合以上の遺産をもらった相続人が他の相続

人の法定相続分の割合に対して自己の資産を分ける方法です。 

 

[本問の場合] 

A さんを被保険者とし、長男 C さんを保険金受取人とすることで、長男 C さ

んが受け取る死亡保険金を、二男 D さんに代償分割として分ける財源とする

ことができます。 

 



3)不適切 

 
 

 
 

貸付事業宅地と他の宅地を併用する場合は、特例を適用する敷地面積に応

じて調整が必要です。 

 

 

したがって正解は、3 

 

-終- 


